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研究成果の概要：研究では経営戦略論的視角からの実証分析を行い、成功した中小企業は問題

解決活動を通じたノウハウの蓄積（直接ルート）と、日常業務活動を通した副次的なノウハウ

の蓄積（業務ルート)をうまくミックスさせながら情報的資源を蓄積しているという特徴を確認

した。また管理者の管理責任行動については、コーチング・マネジメントを取上げアンケート

調査などから、コーチングにより TQM 活動で必要とされるコア・コンピテンシーが強化される

こと、さらに「参加と協働」の強化にも繋がる示唆が得られた。また TQM 活動を組織学習論の

立場から検討することを考え、March により提案された相互学習モデルについてコンピュー

タ・シミュレーションと、理論的な検討を行い、このモデルの基本的特徴を明確にした。  
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  年度  
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研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：経営学・経営学 
キーワード：TQM 活動、経営戦略、情報的経営資源、管理者責任行動、 
      コーチング・マネジメント、組織学習、マーチの相互学習モデル 
 
１．研究開始当初の背景 
（１）わが国では、TQM は大企業や中堅企業

の企業体質を改善することによって経営目

的を効果的・効率的に達成する経営管理方式

として発展してきた。米国では、1980 年代後

半から MB 賞(Malcolm Baldrige National 

Quality Award)が TQM の優良実施企業に授与

されることにより、企業が活性化され、アメ



リカ復活への大きな原動力ともなった。しか

し TQM の浸透は大企業・中堅企業の活力の源

泉として評価されたが、中小・零細企業での

TQM の浸透は僅少である。 

（２）我々は沖縄県内企業あるいは県外企業

における成功事例、失敗事例から得られた中

小・零細規模企業の TQM 導入・展開に関する

困難な点を組み入れて「導入の手順」として

まとめた。また社会学習モデルを適用して、

TQM の改善活動に関する導入過程を記述する

ためのモデルの提案を行った。 

 
 
２．研究の目的 
 中小・零細規模企業における TQM（TOTAL 

QUALITY MANAGEMENT：総合「質」経営）活

動の導入・展開・定着について、その実態を

把握し、経営戦略と TQM 活動の理論的な検討

を行い、その具体化を通して TQM 活動実践上

の困難を克服することを目的とする。 

（１）中小企業におけるＴＱＭ活動の成功の

大きな要素として、まず経営者のＴＱＭ活動

への積極的な姿勢、さらに経営戦略、経営理

念が重要だと考えている。しかし中小企業の

成功要因を経営戦略に基づいて分析した調

査はそれほど多くない。この分析視角にたっ

て中小企業の KFS（Key Factors for Success :

主たる成功要因）を明確にすることを試みる。

特に TQM を「経営資源の蓄積」に寄与するク

リティカルな戦略的アクションと位置づけ

た分析を行う。 

（２）TQM 活動においては、管理者層の改善

能力向上が１つのポイントであるというの

が我々の仮説の一つであった。これについて

は、管理者の管理責任行動について調査する

と共に、QC サークル活動などの小集団活動と

従業員満足なども考慮しながらデータの収

集、分析を行うこととした。 

（３）TQM の改善活動に関するプロセスを記

述するモデルについての考察を行うことは

我々の研究の特徴の一つである。経済環境の

悪化に伴い、特に中小企業においては、その

影響をこうむることも多く、データを取るこ

とが難しいような状況において、コンピュー

タシュミレーションによる実験を行い、示唆

を得ることができるならば有効であると考

える。こういった点も考慮して改善活動を記

述するために役立つモデルの検討を行った。 

 
 
３．研究の方法 
（１）経営理念、経営戦略の影響、また経営

者のリーダーシップについて検討を行なっ

た。沖縄県内において、売上、利益で一定の

成功をおさめている中小企業を取り上げ、そ

の KFSについて経営戦略論的視角から実証分

析を試みた。中小企業のユニークな特徴の一

つに、新しいことに向かっていくという革新

性があるため、ここでは特に、何らかの新し

い製品・技術・サービスをもって市場へ参入

した革新的な中小企業に注目した。分析では

競争優位を獲得するための事業の定義と優

位を持続させるための経営資源の蓄積が戦

略決定の中核問題ととらえ、標的顧客、提供

価値、事業システムという３つの決定、すな

わち事業の定義がうまく行われているかど

うかを検討した。また経営資源のうち情報的

資源の検討を行った。 

（２）管理者の管理責任行動については、そ

の具体的施策として、コーチング・マネジメ

ントを取り上げ、それがメンバーの組織コミ

ットメントと生産モチベーションの生成と

強化に与える影響について、ＴＱＭ活動とコ

ーチング・マネジメントとの関係、成果につ

ながるコア・コンピテンシーの位置付けと機

能、組織コミットメント・生産モチベーショ

ン・職務満足度の成果の３つの側面から調

査・分析した。調査は、2007 年から 2008 年



にかけて、３回にわたりアンケート調査なら

びに面接調査を実施した。調査対象は、主に

自動車部品の製造と販売を行う日本とフィ

リピンの中小企業各 1社である。 

（３）TQM 活動における概念などをどう学習

してゆくかに関する学習プロセスについて

組織学習論の立場からの理論的な検討を行

なうことを試みている。我々は March により

提案された相互学習モデルを取上げ、このモ

デルの検討を行うために、March の相互学習

モデルを実現するプログラムを ExcelVBA に

より作成した。これにより March の相互学習

モデルの検討、及び結果の妥当性についての

検討を行った。また TQM 活動の導入・推進に

ついて、前回の研究で得た我々のモデルに関

する検討を進めた。 

 
 
４．研究成果 

（１－１）沖縄県内において、売上、利益で

一定の成功をおさめている中小企業７社に

ついての実証分析から、経営戦略（事業の定

義と経営資源の蓄積）の有効性が中小企業の

成功に決定的な影響をあたえていることが

確認できた。具体的には成功した中小企業は

一貫した事業の定義を行うことにより価値

創造を実現し、経営資源の蓄積を通じて企業

能力を向上させていることがわかった。 

（１－２）顧客への提供価値については、成

功中小企業のほとんどはコスト以外の独自

性という価値をつくり出しており、その価値

創造の源泉はそれぞれが構築した有効な事

業システムにあった。取り上げた成功中小企

業のいくつかは、できるだけ自分でやること

によるコントロールと学習というメリット

により差別化という顧客価値を生み出して

いた。しかし、自分の強みである業務に集中

する方が合理的な場合もある。どこまで自分

でやるかという判断が事業の成否を左右す

るが、成功中小企業ではそうした事業システ

ムの決定が適切になされていた。 また事業活

動の結果として生み出されてくる情報的資

源を蓄積するためには直接ルート（情報的資

源の蓄積を目的とした直接的な資源投入に

よる蓄積、例えば TQM 活動を通じたノウハウ

の蓄積）と業務ルート（日常的業務活動を通

じての副次的な蓄積）の二つあるとされ、成

功した中小企業は直接ルートと業務ルート

をうまくミックスさせながら情報的資源を

蓄積しているという特徴がみられた。 

 さらに経営戦略の策定主体が経営者であ

ることを考えると、有能なリーダーの存在を

抜きにして、中小企業の成功を語ることはで

きないと考えられる。起業家精神旺盛で、か

つ有効な経営戦略の立案者としてのリーダ

ーの存在が中小企業の最大の成功要因とみ

るべきであろう。 

 これらについては５節[その他]①に示し

た研究成果報告書の第２章としてまとめた。

関連する業績としては、５節[雑誌論文]②と

[図書]①がある。 

 

（２－１）マネジャーの管理責任行動の具体

的施策として、コーチング・マネジメントを

取り上げた。「ＴＱＭ活動とコーチング・マ

ネジメントとの関係」では、「他律局に位置

付けられがちな個人の志向を、自律局に位置

付けられる独自性、独創性、意外性を発揮し

うる志向に導いていく」ことに焦点をあて、

コーチングを特別なかつ専門的な技能とし

て捉えるのではなく、「相手の立場に立って、

相手の話を真剣に聴く対話」として捉える重

要性を指摘した。ポイントは、「聴く姿勢：

Will、聴く技術：Skill」であり、双方の調

和と融合が、コーチング・マネジメントの本

質であることを示唆した。また「成果につな

がるコア・コンピテンシーの位置付けと機



能」では、生産性のフローモデルの中の

「THROUGHPUT」に注目し、その機能は、投入

された資源を市場のニーズに適う付加価値

に加工・応用することであり、それに必要な

資質と能力が「コア・コンピテンシー」とい

う位置づけを試みた。そしてこのような資質

と能力の生成と強化にコーチング・マネジメ

ントが寄与していることを検証した。 

（２－２）「組織コミットメント・生産モチ

ベーション・職務満足度の成果」では、本研

究の結果変数に対する検証を試みた。その結

果、「何とかしなくては」という気持ち(生産

モチベーションの喚起)、「共育」の考え方に

基づいたコミュニケーション(組織コミット

メントの生成)、コーチングプロセスを経て

得られる成果(職務満足の実現)、以上３つの

機能が、コーチングにより相互補完的に生

成・強化されるという結果を得た。このこと

は、ＴＱＭに求められる「参加と協働」の強

化にも繋がる示唆が得られたと判断してい

る。これらの結果は１社に限られた調査結果

のため、本研究結果の普遍妥当性の検討が必

要であるが、これらの結果をもとに、沖縄県

の中小企業へのコーチング・マネジメントの

普及に努める必要があると考える。 

 これらについては５節[その他]①の第３

章としてまとめた。 

   

（３－１）ＴＱＭ活動における概念の学習な

どの学習プロセスについて組織学習論の立

場からの理論的検討を行った。取上げたマー

チのモデルは組織学習に関する基本的なモ

デルであると我々は考えている。しかし、こ

のモデルについては 1998 年高橋により問題

点が指摘されており、1991 年の March の論文

と、高橋論文では異なる結果が得られている。

これらの結果を検討するため、両者の違いの

原因の一つと考えられる非均衡ロックイン

について分析を行い、得られた結果を用いた

相互学習モデルに関するプログラムを作成

し、シミュレーションを行った。これにより

非均衡ロックインに関する基本的な性質を

明らかにできたと考える。またシミュレーシ

ョン実験に使用したプログラムを学術リポ

ジトリに公開した。またこれらの成果を踏ま

えて、March の結論と高橋の結論とに対する

我々の見解を示すことができ、これについて

研究会報告を行った。以上については、５節

[その他]①の第４章としてまとめた。関連す

る業績としては、５節[雑誌論文]①、[学会

発表]①と[その他]②がある。 

（３－２）組織メンバー数２、現実の成分数

２の場合について、シミュレーションによら

ずに理論的検討を試みた。すなわちマーチの

相互学習モデルの組織メンバ数２、現実の成

分数２におけるすべての異なる初期値を求

め、各々についてロックインまでのプロセス

を図示した。次にこれを踏まえて、均衡知識

数の確率分布を求め、これにより均衡知識レ

ベルの期待値を求めた。その結果を元に、こ

のモデルについて考察した。これらについて

は５節[その他]①の第５章としてまとめた。

関連する業績としては、５節[雑誌論文]③、

④と[その他]③がある。 

（３－３）改善活動の進捗状況に関するデー

タ採取方法の検討、及び導入過程についての

社会学習動学モデルについて、その定常状態

への収束速度について検討を行い、基本的な

問題に対する考察を行った。そして、収束速

度を考える場合は、基本となる方程式の形状

が問題となるため、方程式の分母を省略でき

ないことを示した。またそのことを考慮した

収束速度の簡便な評価式を求めることを行

い、その有効性を数値例によって示した。し

かし改善活動の実際のデータによる検討に

ついては、得られた 5事例 6時点のデータで



は、現在検討しているモデルでは十分でない

ことなどから５節[その他]①では、付録とし

ている。これに関連する業績としては、５節

[学会発表]②がある。 
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